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高校卒業レベル
現: ３,０００語程度

新: ４,０００
～ ５,０００語程度

高
等
学
校

15分程度の短時間学習の活用等を
含めた弾力的な時間割編成も可能

※CEFR：欧州評議会（Council of Europe）が示す、外国語の学習や教授等のためのヨーロッパ
共通参照枠を言う。英検との対照は日本英語検定協会が公表するデータによる。

・５領域を総合的に扱う科目群（英語コミュニケーション

Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ）、
ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄやﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ等を通して発信力を高める科目群
（論理・表現Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ）を設定

・授業は外国語で行うことを基本 （前回改訂より）
年間１４０単位時間（週４コマ程度）

・外国語で自分自身の考えや気持ちなどを伝え合う
対話的な活動を重視

・具体的な課題を設定するなどして、学習した語彙、表現
などを実際に活用する言語活動を充実

・授業は外国語で行うことを基本

５・６年 （教科） 年間７０単位時間（週２コマ程度）

・段階的に「読むこと」「書くこと」を加える

・指導の系統性を確保

３・４年 （活動） 年間３５単位時間（週１コマ程度）

・「聞くこと」「話すこと（やり取り・発表）」を中心

・外国語に慣れ親しませ、学習への動機付けを高める

改善・充実

中
学
校

小
学
校

・学習意欲、積極性の向上
・言語活動が十分でない

年間１４０単位時間
（週４コマ程度）

・学年が上がるにつれて意欲に課題
・学校種間の接続が不十分

英検３級程度以上の生徒
４０．７％（目標５０％）

英検準２級程度以上の生徒
３９．３％（目標５０％）

年間３５単位時間
（週１コマ程度）

・読み書きに対する意欲
・音声から文字への接続
に課題がある

活動

高等学校で
現: １,８００語程度

新: １,８００
～ ２,５００語程度

中学校で
現:１,２００語程度

新:１,６００
～ １,８００語程度

・学習意欲、 発信力に課題
・言語活動が十分でない

中
学
校

小
学
校

「何が出来るようになるか」という観点から、国際基準（CEFR※）を参考に、
小・中・高等学校を通じた５つの領域（ 「聞くこと」「読むこと」

「話すこと［やり取り・発表］ 」「書くこと」 ）別の目標を設定

高
等
学
校

小学校で
新: ６００

～ ７００語程度

高
校
生
の
た
め
の

学
び
の
基
礎
診
断

全
国
学
力
・

学
習
状
況
調
査

大学入試改革

CEFR

Ｂ２
（英検準１級等）

Ｂ１
（英検２級等）

Ａ２
（英検準２級等）

Ａ１
（英検３級等）

改善の
ための
PDCA
サイクル

【2019年度～】

【2019年度～】

※「聞くこと」「読むこと」
「書くこと」「話すこと」
に関する調査を実施

【2020年度～】

改善の
ための
PDCA
サイクル

外国語教育の抜本的強化のイメージ
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2021年度
（33年度）

2016年度
（28年度）

2017年度
（29年度）

2018年度
（30年度）

2019年度
（31年度）

2020年度（32年度）

全面実施（32年度）移行措置・先行実施

大学入試：４技能試験開始

中
・
高
等
学
校

ＡＬＴ等の配置拡大 〔ＪＥＴ-ＡＬＴ（地方交付税措置）／その他ＡＬＴ〕

「英語教育推進リーダー」養成研修 ※5年で1,000人

小学校
学習指導要領改訂

教科化に対応した「免許法認定講習」等の実施

＜教材＞

教員養成課程
コアカリキュラム

開発・実証

全面実施（33年度）
中学校

学習指導要領改訂
移行措置・先行実施

高等学校
学習指導要領改訂

先行実施（総則事項）

学習評価の在り方について検討

学年進行で実施（34年度）

小
学
校

＜体制整備＞

コアカリキュラムの普及・再課程認定における活用

教科書の作成 検定 採択 （５・６年）配布

新課程の認定 新課程の実施

新教材の開発・作成 （３・４年）新教材の配布補助教材
配布・検証

配布

「小学校外国語」の特別免許状創設

中学校の遠隔授業における実証的取組の実施（新しいタイプの特例校創設）

域内研修 （英語教育推進リーダー→各地域の小学校教員へ）

小・中
高等
学校

＜ICT活用＞

＜教材＞

＜体制整備＞

（３～６年）新教材の配布

2022年度
（34年度）

2023年度
（35年度）

新課程の学生の採用

【中学校】教科書の配布
【中学校】補助教材の

作成・整備・配布

【中・高等学校】 生徒の発信力強化のための英語指導力向上事業

【中学校】
指導資料
開発・配布

外国語教育ポータルサイト（仮称）の開設（モデル授業動画、指導案等の発信）

外部人材活用促進等のための講習の実施

専科指導のための加配措置 （H30予算,H31予算で計2,000人の改善を計上）

「英語教育推進リーダー」養成研修（→ 全中・高等学校教員へ）

【中学校】全国学力・学習状況調査 英語

外国語教育改革のスケジュール（イメージ）

2



目標（７）グローバルに活躍する人材の育成

伝統と文化を尊重し，それらを育んできた我が国と郷土を愛するとともに，

他国を尊重し，国際社会の平和と発展に寄与する態度や，豊かな語学力・

コミュニケーション能力，主体性・積極性，異文化理解の精神等を身に付け

て様々な分野でグローバルに活躍できる人材を育成する。

【測定指標】

・ 英語力について，中学校卒業段階でＣＥＦＲ※のＡ１レベル相当以上，高等

学校卒業段階でCEFRのＡ２レベル相当以上を達成した中高校生の割合を

５割以上にする。

※「ヨーロッパ言語参照枠」を指す。語学シラバスやカリキュラムの手引の作成，学習指導教材の編集，外国語

運用能力の評価のために，透明性が高く，包括的な基盤を提供するものとして，2001 年に欧州評議会（Council 

of Europe）が発表した。

第３期 教育振興基本計画（平成３０年６月１５日閣議決定）（抜粋）
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新学習指導要領 抜粋（目標）
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外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え方を働かせ，外国語による聞くこと，読むこと，話すこと，書く
ことの言語活動を通して，簡単な情報や考えなどを理解したり表現したり伝え合ったりするコミュニケーションを図る
資質・能力を次のとおり育成することを目指す。

【 小学校第３学年及び第４学年 外国語活動 】

【 小学校第５学年及び第６学年 外国語 】

【 中学校 外国語 】

【 高等学校 外国語 】

目 標

外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え方を働かせ，外国語による聞くこと，話すことの言語活動を
通して，コミュニケーションを図る素地となる資質・能力を次のとおり育成することを目指す。

外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え方を働かせ，外国語による聞くこと，読むこと，話すこと，書
くことの言語活動を通して，コミュニケーションを図る基礎となる資質・能力を次のとおり育成することを目指す。

外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え方を働かせ，外国語による聞くこと，読むこと，話すこと，書く
ことの言語活動及びこれらを結び付けた統合的な言語活動を通して，情報や考えなどを的確に理解したり適切に
表現したり伝え合ったりするコミュニケーションを図る資質・能力を次のとおり育成することを目指す。



5

【 中学校 外国語 】

第２章 第３節 指導計画の作成と内容の取扱い

（１）指導計画の作成上の配慮
イ 学年ごとの目標を適切に定め，３学年間を通じて外国語科の目標の実現を図るようにすること。

（学習到達目標）
エ 生徒が英語に触れる機会を充実するとともに，授業を実際のコミュニケーションの場面とするため，
授業は英語で行うことを基本とする。その際，生徒の理解の程度に応じた英語を用いるようにす
ること。（教師の英語使用状況）

キ 指導計画の作成や授業の実施に当たっては，ネイティブ・スピーカーや英語が堪能な地域人材
などの協力を得る等，指導体制の充実を図るとともに，指導方法の工夫を行うこと。（ALTの活用）

（２）内容の取扱い
キ 生徒が身に付けるべき資質・能力や生徒の実態，教材の内容などに応じて，視聴覚教材や

コンピュータ，情報通信ネットワーク，教育機器などを有効活用し，生徒の興味・関心をより高め，
指導の効率化や言語活動の更なる充実を図るようにすること。（ICTの活用）

新学習指導要領 抜粋 （学習到達目標・教師の英語使用・ALTの活用・ICTの活用）

学習到達目標／教師の英語使用状況／ ALTの活用／ ICTの活用



背景 課題「教育再生実行会議第三次提言」（平成25年5月28日）、文部科学省が提言した「グローバル化に対応した英語教育改革実行計画」（平成25年12月）等を踏まえ実施してきた

本事業について、平成29年3月及び平成30年３月に公示された新学習指導要領、「第３期教育振興基本計画」（平成30年６月15日）等を踏まえ、ICTの効果的な活用や多様

な人材の活用等を図りながら、外国語教育の更なる強化を図る。

事業概要と背景

○新たな外国語教育に対応した条件整備事業○小学校外国語教科化に対応した外部人
材活用促進等のための講習の実施

101百万円（70百万円）

○民間機関を活用した小学校英語の効果
的な指導法等の開発及び成果普及事業

27百万円（30百万円）

○生徒の発信力強化のための英語指導力向上事業

○中学校・高等学校における英語教
育の抜本的改善のための指導方法
等に関する実証研究

32百万円（35百万円）

先進的な指導・評価方法、ICT教材、
ALTの活用等、授業実践を通じたエビデ
ンスベースの実証研究を実施し、指導改
善に活用する。 【委託先：国立大学法人】

○グローバル化に対応した外国語
教育推進事業 7百万円(8百万円）

英語以外の外国語について、新学習指
導要領に基づいたカリキュラムや教材の
開発等を実施。（英語以外の外国語：中
、韓・朝、仏、独、西、露 等）
【委託先：都道府県・指定都市教育委員会、国
立大学法人、学校法人】

民間機関や外部人材の活用
による英語教育強化

教師の指導力向上や条件
整備による英語教育強化

特別免許状等を利用した外部人材の活用促進
のため、外部人材による質の高い指導が可能とな
る講習の実施を大学等に委託。小学校教員の中
学校英語免許状取得を促進。
【委託先：教育委員会・大学等】

新学習指導要領への円滑な実施に向けて、
民間機関を活用し、国が作成した新教材及び
ICT教材を使用した効果的な指導法等の開発
を行い、その成果を全国に普及する。

【委託先：民間機関】

先進的な取組支援・成果
普及による英語教育強化

【小学校教材整備】 111百万円(110 百万円）

・小学校３・４年生で使用する教材の整備を引き続き実施。

【中学校補助教材整備】 181百万円（新規）

・新学習指導要領への移行期間中に指導内容が追加される中学校
英語について、教科書に準拠した補助教材を作成し、生徒に配布する。
（2019年度中に配布予定）

※その他、小・中・高等学校の指導法等の映像資料の作成及びポータルサイトを設置。

【オンライン・オフライン研修実証事業】
30百万円（新規）

・中・高等学校の生徒の英語の発信力向上の
ため、民間機関に委託し英語科教師対象のオ
ンライン研修プログラムを作成。

・特定の地域、学校等においてオンラインとオ
フラインを融合した研修による英語指導力向上
効果を検証。全国へ普及を図る。

2020年度 2021年度 2022年度

・新学習指導要領：小学校全面実施
・大学入試で外部検定試験活用開始

新学習指導要領：中学校
全面実施

新学習指導要領：高等学校
学年進行で実施

【英語教育改善プラン】推進事業
（委託先：都道府県・指定都市教育委員会）

124百万円（123百万円）

・各都道府県・指定都市における英
語教育推進リーダーによる研修実
施、「英語教育改善プラン」に基づい
た研修の改善・充実、研修協力校に
おける取組等を支援。

・免許法認定講習等実施
・当該講座を外部人材
も受講可能とする。

・遠隔教育システム導入実証研究事業 ： 多様性のある学習環境や英語教育等における専門性の高い
授業の実現に向けた遠隔教育システムの導入・活用を促進

・教職員定数の改善 ： 小学校英語教育の早期化・教科化に伴う専科指導に必要な
教員充実

関連事業 外国語教育改革スケジュール
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小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業
2019年度予算額 627百万円

(前年度予算額 737百万円）
(※前年度予算額には前年度で終了した小学校高学年教材整備分198百万円を含む）



 都道府県：ＪＥＴ参加者の任用に要する経費について、普通交付税措置
（例）・標準団体（人口170万人）の場合約2億4千万円（ＪＥＴプログラムコーディネーターに係る経費の地方交付税措置含む）

：私立学校におけるＪＥＴ参加者の雇用に係る都道府県の助成経費について特別交付税措置
（算定：地方単独事業で一人上限590万円×0.5）

 市町村 ：ＪＥＴ参加者の任用に要する経費について、ＪＥＴ参加者数に応じた額が普通交付税措置
（例）・標準団体（人口10万人）の場合： 118万円 ＋ （ＪＥＴ参加者数×472万円）

：ＪＥＴプログラムコーディネーターに係る経費について特別交付税措置
（算定：地方単独事業で直接要する経費×財政力補正係数×0.5）

ＪＥＴプログラムによりALTを任用する自治体に対する地方財政措置

 教師と協力したティーム・ティーチング（協同授業）等の実施

 児童生徒と英語による即興的な会話

 協働での授業づくり・教材づくり

 児童生徒に生きた英語の提供

 児童生徒との信頼関係に基づいた日常的な触れ合い

 授業中の児童生徒へのきめ細やかな支援

ＪＥＴ－ＡＬＴに求められる役割

 地方公共団体が総務省、外務省、文部科学省及び（財）自治体国際化協会（ＣＬＡＩＲ）の協力の下に、外国人

青年を招致する事業。1987年より開始。

 各地で、外国語指導助手（ＡＬＴ）、国際交流員（ＣＩＲ）、スポーツ国際交流員（ＳＥＡ）として活躍。

 各自治体の要望により、離島・山間地等を含め、日本全国各地への配置が可能。

 外国語教育の充実、地域レベルの国際交流、地域の国際化等に貢献。

ＪＥＴプログラムとは

校種／

形態

ＪＥＴ

プログラム

その他 計

小学校 2,523人 10,521人 13,044人

中学校 2,699人 5,350人 8,049人

高等学校 1,685人 1,109人 2,794人

純計 4,890人 14,344人 19,234人

外国人指導助手の活用状況

※各学校種の欄は、それぞれ他の学校種を兼務している場合を含む人数。
※「純計」欄は、学校種間で兼務している場合に、重複して計算しないよう調整した人数。
※「その他」は、直接任用、労働者派遣契約、請負契約等を含む人数。

※平成30年度英語教育実施状況調査より

ＪＥＴプログラムに係る地方財政措置について
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外国語指導助手（ＡＬＴ）等の任用・契約形態別人数等の状況（平成30年度）

校種/形態
JET

プログラム
直接任用

労働者
派遣契約

請負契約 その他 合計

小学校 2,523人 2,627人 2,355人 1,356人 4,183人 13,044人

中学校 2,669人 1,492人 1,966人 1,122人 770人 8,019人

高等学校 1,685人 509人 212人 234人 154人 2,794人

純計
4,890人
（25.4%）

3,609人
（18.8%）

3,741人
（19.4%）

2,163人
（11.2%）

4,831人
（25.1%）

19,234人

【参考】２９年度純計
4,604人
（24.4%）

2,883人
（15.3%）

2,732人
（14.5%）

2,579人
（13.7%）

6,050人
（32.1%）

18,848人

ＡＬＴ等の任用・契約形態別人数【平成30年12月1日現在】

※「小学校」「中学校」「高等学校」の欄は、それぞれ他の学校種を兼務している場合を含む人数。
※「純計」欄は、小・中・高等学校の学校種間で兼務している場合に、重複して計算しないよう調整した人数。
※「その他」は、留学生や英語が堪能な地域人材（日本人を含む。）の人数。

ＡＬＴ（ＪＥＴプログラム、直接任用、労働者派遣契約、請負契約）が活用されている授業時数の割合
【平成29年度実績】

小学校５・６年生 中学校 高等学校

ＡＬＴの外国語の授業
における活用率

71.4％
（28年度：62.4%）

21.1％
（28年度：21.9％）

9.7％
（28年度：10.8％）

※高等学校は普通科、専門教育を主とする学科及び総合学科における授業時数の割合 8



学校におけるＩＣＴ環境整備について

目標としている水準と財政措置額

●学習者用コンピュータ ３クラスに１クラス分程度整備

●指導者用コンピュータ 授業を担任する教師１人１台

●大型提示装置・実物投影機 100％整備
各普通教室１台、特別教室用として６台
（実物投影機は、整備実態を踏まえ、小学校及び特別支援学校に整備）

●超高速インターネット及び無線LAN 100％整備

●統合型校務支援システム 100％整備

●ＩＣＴ支援員 ４校に１人配置

● 上記のほか、学習用ツール（※）、予備用学習者用コンピュータ、充電保管庫、学習用サーバ、

校務用サーバー、校務用コンピュータやセキュリティに関するソフトウェアについても整備
（※）ワープロソフトや表計算ソフト、プレゼンテーションソフトなどをはじめとする各教科等の学習活動に共通で必要なソフトウェア

新学習指導要領においては、情報活用能力が、言語能力、問題発見・解決能力等と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置

付けられ、「各学校において、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に

活用した学習活動の充実を図る」ことが明記されるとともに、小学校においては、プログラミング教育が必修化されるなど、今後の学習

活動において、積極的にＩＣＴを活用することが想定されています。

このため、文部科学省では、新学習指導要領の実施を見据え「2018年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」を取りまと

めるとともに、当該整備方針を踏まえ「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）」を策定しました。ま

た、このために必要な経費については、2018～2022年度まで単年度1,805億円の地方財政措置を講じることとされています。

教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）

・１日１コマ分程度、
児童生徒が１人１
台環境で学習でき
る環境の実現

標準的な1校当たりの財政措置額

※上記は平成30年度基準財政需要額算定における標準的な所要額（単年度）を
試算したものです。各自治体における実際の算定に当たっては、様々な補正があり
ます。

都道府県

高等学校費 434 万円（生徒642人程度）

特別支援学校費 573 万円 （35学級）

市町村

小学校費 622 万円

中学校費 595 万円 （15学級）

（18学級）

学校のＩＣＴ環境整備に係る地方財政措置

9



http://www.nier.go.jp/18chousakekkahoukoku/kannren_chousa/eigo_yobichousa.html

平成３０年度全国学力・学習状況調査 予備調査問題（抜粋）
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http://www.nier.go.jp/18chousakekkahoukoku/kannren_chousa/eigo_yobichousa.html


音声スクリプト

英語
リスニング

身近な話題や馴染みのある社会的な話題に関する会話や議論を聞き，それぞれの話者の立場を判断し，意見を支持す
る図表を選ぶことを通じて，必要な情報を把握する力や，それらの情報を統合して要点を整理，判断する力を問う。

11

大学入試共通テスト 試行問題（抜粋）


